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外 務 省

（ 大 臣 官 房 人 事 課 企 画 官 ） 外 務

事 務 官 佐 藤 正 明

在 マ ル セ イ ユ 日 本 国 総 領 事 館 総 領 事 に 昇 任 さ せ る

（ 八 月 二 十 四 日 ）

財 務 省

（ 主 計 局 総 務 課 課 長 補 佐 ） 財 務

事 務 官 吉 野 維 一 郎

大 臣 官 房 文 書 課 広 報 室 長 を 命 ず る

（ 大 臣 官 房 政 策 金 融 課 課 長 補 佐 ）

同 瀧 波 宏 文

兼 ね て 大 臣 官 房 信 用 機 構 課 機 構 業 務 室 長 を 命 ず る

大 臣 官 房 文 書 課 広 報 室 長 兼 務 を 免 ず る （ 以 上 八 月

二 十 四 日 ）
最 高 裁 判 所

静 岡 地 方 裁 判 所 判 事 兼 静 岡 家

庭 裁 判 所 判 事 原 田 保 孝

福 岡 高 等 裁 判 所 判 事 に 補 す る

福 岡 高 等 裁 判 所 宮 崎 支 部 勤 務 を 命 ず る

部 の 事 務 を 総 括 す る 者 に 指 名 す る

東 京 地 方 裁 判 所 判 事 ・ 東 京 簡

易 裁 判 所 判 事 村 山 浩 昭

静 岡 地 方 裁 判 所 判 事 に 補 す る

部 の 事 務 を 総 括 す る 者 に 指 名 す る

兼 ね て 静 岡 家 庭 裁 判 所 判 事 に 補 す る

静 岡 簡 易 裁 判 所 判 事 に 補 す る

東 京 高 等 裁 判 所 判 事 ・ 東 京 簡

易 裁 判 所 判 事 大 野 勝 則

東 京 地 方 裁 判 所 判 事 に 補 す る

部 の 事 務 を 総 括 す る 者 に 指 名 す る

大 阪 高 等 裁 判 所 判 事 塚 本 伊 平

広 島 高 等 裁 判 所 判 事 に 補 す る

広 島 高 等 裁 判 所 松 江 支 部 勤 務 を 命 ず る

広 島 高 等 裁 判 所 松 江 支 部 長 を 命 ず る （ 以 上 八 月 二

十 日 ）

〇 定 年 退 官

判 事 中 野 信 也 は 八 月 十 九 日 限 り 定 年 退 官

御 弔 電
天 皇 陛 下 は 、 エ チ オ ピ ア 国 首 相 メ レ ス ・ ゼ ナ

ウ ィ 逝 去 に つ き 、 八 月 二 十 四 日 同 国 大 統 領 閣 下 へ

御 弔 電 を 発 せ ら れ た 。

御 祝 電
天 皇 陛 下 は 、 八 月 二 十 五 日 ウ ル グ ア イ 国 の 独 立

記 念 日 に つ き 、 同 月 二 十 四 日 同 国 大 統 領 閣 下 へ 御

祝 電 を 発 せ ら れ た 。

天 皇 陛 下 は 、 八 月 二 十 七 日 モ ル ド バ 国 の 独 立 記

念 日 に つ き 、 同 月 二 十 四 日 同 国 大 統 領 閣 下 へ 御 祝

電 を 発 せ ら れ た 。

産 業

労 働

労働保険審査官及び労働保険審査会法第５条の規
定に基づく関係事業主を代表する者の候補者の推
薦について
今般、栃木労働局の関係事業主を代表する者西
尾浩二の辞任の申し出に伴い、労働保険審査官及
び労働保険審査会法（昭和31年法律第126号）第
５条及び同法施行令（昭和31年政令第248号）第
２条第２項の規定に基づき、補欠の関係事業主を
代表する者を指名したいので、資格ある事業主団
体は、下記により関係事業主を代表する者の候補
者を推薦されたい。
平成 24年８月 28日

厚生労働大臣 小宮山洋子

~１ 所属団体名及び当該所属団体における地
位の欄には、被推薦者の所属する団体及び
当該所属団体における地位（２以上ある場
合は、その全部を列挙する。）を記入するこ
と。
２ 略歴の欄には、被推薦者の所属し、又は
所属していた団体における略歴を記入する
こと。

諸 事 項

相続財産管理人の選任

次の被相続人について、相続人のあることが明
らかでないので、その相続財産の管理人を次のと
おり選任した。
平成２４年（家）第７０９３０号
東京都稲城市若葉台２丁目12番地Ｃ`305
申立人 森垣 裕子
本籍東京都世田谷区野沢２丁目60番地、最後
の住所東京都世田谷区野沢２丁目10番12号、
死亡の場所東京都世田谷区、死亡年月日推定
平成24年２月２日、出生の場所東京府東京市
豊島区、出生年月日昭和10年８月30日、職業
医師
被相続人 亡 岡本 哲d

事務所東京都港区東新橋１丁目１番21号今朝
ビル９階辻誠法律事務所
相続財産管理人 弁護士 三浦 修

東京家庭裁判所
平成２４年（家）第４００６３号
東京都新宿区河田町３`51`1814

申立人 前田 幸子
本籍横浜市南区庚台61番地、最後の住所横浜
市南区庚台61番地74、死亡の場所横浜市旭区、
死亡年月日平成24年４月４日、出生の場所大
阪府大阪市東淀川区、出生年月日昭和４年12

月６日、職業不詳
被相続人 亡 岩田 郁子
事務所横浜市中区太田町１`４`２ 関内川
島ビル７階
相続財産管理人 弁護士 橋本 吉行

横浜家庭裁判所
平成２４年（家）第４００７３号
神奈川県鎌倉市大町４丁目６番６号
申立人 医療法人財団額田記念会
本籍横浜市神奈川区高島台14番地７、最後の
住所横浜市神奈川区高島台14番地の３、死亡
の場所神奈川県鎌倉市、死亡年月日平成24年
６月14日、出生の場所横浜市神奈川区、出生
年月日昭和５年１月27日、職業無職
被相続人 亡 立石 繁雄
事務所神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町３`
30`１
相続財産管理人 藤崎 朱美

横浜家庭裁判所
平成２４年（家）第２１０９号
神奈川県秦野市元町１番７号
申立人 中栄信用金庫
本籍神奈川県秦野市渋沢1908番地、最後の住
所神奈川県秦野市渋沢1895番地の６、死亡の
場所神奈川県秦野市、死亡年月日平成24年３
月７日、出生の場所神奈川県中郡東秦野村、
出生年月日昭和19年12月10日、職業会社役員
被相続人 亡 栗原 国男
事務所神奈川県平塚市見附町32番８号 三河
屋ビル２階 相模合同法律事務所
相続財産管理人 弁護士 岡村 三穂

横浜家庭裁判所小田原支部

記
１ 推薦資格 雇用保険の被保険者が加入してい
る事業主団体であって、栃木労働局の管轄区域
内に組織を有するものであること。
２ 推薦手続 推薦に当たっては、別紙様式の推
薦書の正本及び副本に履歴書２部を添付して提
出すること。
３ 推薦締切日 平成24年９月11日
４ 推薦書及び添付書類の提出場所 栃木労働局
職業安定部職業安定課
様式

平成 年 月 日
厚生労働大臣 殿

団体名及びその代表者名
印

労働保険審査官及び労働保険審査会法第５条の
規定に基づく関係事業主を代表する者の候補者と
して、下記の者を推薦します。

日本工業規格
日本工業標準調査会の調査審議を経て、平成24

年８月28日に下記の日本工業規格を改正したの
で、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第16

条の規定に基づき公示する。
平成 24年８月 28日

国土交通大臣 羽田雄一郎
記

改正された日本工業規格
土木製図 Ａ0101

（内容省略）
備考 内容は、日本工業標準調査会ホーム
ページ（http://www.jisc.go.jp）において
閲覧に供する。また、国土交通省住宅局住
宅生産課においても閲覧に供する。
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